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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
わが国において知的財産の重要性が認識されてから久しいが、企業レベルでは知財活動は研究
開発の成果としてしかみなされておらず戦略的に位置づけられているとは言いがたい。本稿で
は、知財戦略で先駆的な企業とみなされている株式会社キヤノンを事例に取り上げ、（1）知
財活動の領域と定義に新たな定義を与え、（2）それを可能にするための組織的仕組み、主に
知財活動と開発活動の協働のあるべき姿を提示し、（3）企業の知的財産活動について新たな
概念モデルを提示した。以下、各章の概要を以下に紹介する。第一章では知的財産活動の現状
とその課題について、本稿の問題意識が提示された。第二章では、特許制度についての研究を、
法学的見地、経済学的見地、経営学的見地から概観しつつ、「企業が特許制度をどのように活
用するか」という経営学的見地の研究が未だ蓄積が不十分であることが示した。第三章では研
究方法論が提示された。第四章ではキヤノンにおける知財活動と開発活動の協働がどのような
仕組みのもと行われているのかが詳述され、キヤノンにおいては、知財部門が開発部門に「併
走」および「浸透」する形で協働していることが明らかにされた。さらに第五章では、インク
ジェット技術開発において、知財部門と開発部門の両部門の協働の意義について、特に知財部
門の「発明の構造化」に着眼して検討をした。開発活動のみならず、知財部門の「発明の構造
化」の力が優れていたため、キヤノンは後発他社の模倣や参入を防ぐことができたという説明
がなされた。この力が発揮されたのが第六章で提示されたインクタンク事件裁判である。キヤ
ノンは後発・模造品への特許侵害に対し裁判を起こし勝訴したが、その判例を分析し、キヤノ
ンの知財が単に防衛力のみならず、製品に多義性を付与する手段を与えつつ、企業が直面する
環境の不確実性を減じる手段となっていたことを実証した。第七章では、上記の議論や実証を
踏まえて、知財活動と開発活動との協働による「環境の多元的解釈モデル」を提示した。  
本稿は、キヤノンの開発・特許部門へのインタビューや同社の特許分析など丹念に収集した情
報に基づいて、独自性の高い概念枠組みを創り提示した点は非常に高く評価できる。特に開発
部門と知財部門の協働とその組織的仕組みの実態に着眼し詳述した研究は本研究がはじめて
であると思われる。さらに本研究は、企業の知財活動の新たな側面に光を当て、その戦略的可
能性を提示したという点で、実務的にも示唆にも富んでいる。上記の理由から本論文は博士学
位論文に値すると判断できる。 
 
 
